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[image: image3.wmf][image: image4.wmf]　仕事につくと、楽しいこともいっぱい。でも「どうしたらいいかなあ？」と考えてしまうこともあるかもしれません。高校生活の中では考えたことのないこともたくさん出てきます。そんなとき、あなたを守ってくれる強い味方が労働法です。労働法とは労働基準法や最低賃金法などの労働の問題に関連する法律のことです。今日は大切な労働法の中から、労働条件・解雇・職場環境・派遣労働に焦点をあてた６つの問題にチャレンジしてみましょう。
＜労働条件＞
Ｑ１　働きはじめたら、じっさいもらった給料が「労働契約」で定められていた給料と違っていた。
差額は請求できるのかなぁ？

こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか？＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Ｑ2「休日」になっている日に出勤したのに通常の給料しかもらえなかったよ。割増賃金を請求できる？

こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＜解雇＞
Ｑ3突然、会社から、理由もなく来週から来なくていいといわれたよ。これってあり？
こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Ｑ4試用期間中に、使用者から「君はこの仕事向いてないような気がするなあ」と言われて本採用を拒否された。こんなことあり？相談できるのかなあ？

こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＜労働環境＞
Ｑ５新入社員としてデビューして4ヶ月。やる気はあるねんけど、仕事がなかなか

おぼえられへん。上司は、僕に仕事はぜんぜん教えてくれへんのに、仕事が
おそい！といつもおこってくる。職場のみんなも、上司ににらまれるのが怖いから

味方になってくれへんからいつもひとりぼっち。悲しすぎる……。僕が悪いのかなあ？
相談できるのかなあ？

こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＜派遣労働＞

Ｑ６　友人が派遣で働いているんだけど、派遣ってどんな働き方？
こたえ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

なぜだと思いますか＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿






平成２２年度版「働く若者のハンドブック」

http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/handbook/index.html
　第7章に労働基準監督所やハローワークなど相談機関の連絡先が掲載されています。
　自分で考え込まず、気軽に相談をしてください。
労働基準法　http://www.houko.com/00/01/S22/049.HTM
労働条件通知書　http://www2.mhlw.go.jp/info/download/youshiki.htm   
社会人になるために


⑮　労働法Q＆A　Ⅰ
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Ａ1　できる


使用者（雇用主）は、労働者と結んだ「労働契約」に記述されている賃金や労働条件を守らなければなりません。実際に支払われた給料が「労働契約」に記述されている給料と異なる場合、労働者はその差額を請求することができます。使用者がこれに従わない場合は、労働基準監督署にその指導を求めることができます。また、「労働契約」の締結に際し、明示された労働条件が事実と違う場合は、労働者は、ただちに「労働契約」を解除できます。→労働基準法第15条








Ａ２　できる	


　使用者（雇用主）が労働者を法定休日（週１日以上、又は４週4日以上）に労働させた場合、35％の割増賃金を支払う義務があり、労働者はこれを請求できます。→労働基準法第３２条から３７条


なお、休日の振替が行われている場合など、割増賃金が請求できない場合もあります。





Ａ3　解雇は認められない	


　解雇は、客観的に合理的な理由と社会通念上の相当性がなければ「解雇権の濫用」として無効とされます。→労働契約法第16条　また、使用者が労働者を解雇するときは30日以上前に解雇の予告をするか、又は、30日前に満たない解雇予告であればその満たない日数分に相当する平均賃金を解雇予告手当として支払わなければなりません。


　解雇理由を聞くととともに、解雇に納得できないときは、そのことを必ず会社に伝えてください。








Ａ4　できる　


　試用期間中であっても使用者と労働者は「労働契約関係」にあるので、本採用の拒否は法律上「解雇」に該当します。→労働基準法第21条


試用期間中の解雇は、通常の解雇より広い範囲での解雇の自由が認められていますが、通常の解雇と同様に「客観的に合理的な理由と社会通念上の相当性」が必要とされます。


ただし、試用期間中であっても、14日を超えて引き続き雇用されている場合は、解雇予告の手続きが必要となります。








Ａ5　できる


　上司が部下に対して、仕事上の地位を振りかざして、いやがらせを行うことを「パワーハラスメント」、略してパワハラといいます。会社は、本来、良好な職場環境の実現に配慮する義務がありますから、法律で明確に禁止されていなくても、上司の言動が違法と認めうる一定の客観性（言動の内容、程度、頻度、言動による受け手の影響など）がある場合には、会社に法的な責任を求めることができます。→不法行為（民法第709条）





Ａ6　人材派遣会社に雇用された上で、別の会社に派遣され、派遣先会社の指揮命令を受けて働くことをいいます。→労働者派遣法第３章


　労働者派遣は、雇用する者と指揮命令する者が異なるという複雑な形態になっているため、派遣労働者の保護と雇用の安定を図るため、労働者派遣法が制定されており、派遣元会社の講ずるべき措置と派遣先会社の講ずるべき措置が定められています。
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